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若手社員の体系的育成プログラム 

－トヨタテクニカルディベロップメント社の事例－1 

 
松尾睦 

北海道大学大学院経済学研究科 
 
 
 
はじめに 
 日本企業では、OJT(On-the-Job-Training：職場における教育訓練)に関して 2 つの問題

が存在するように思える。第 1 の問題は、属人的・徒弟的な育成システムの限界である。

指導者力や指導意欲に個人差があるために、育成のレベルにバラツキが生まれ、組織全体

の人材レベルを高めることが難しくなっている。こうした問題を解決するためには、組織

的・系統的な育成システムと徒弟的育成システムを連動しなければならないだろう。 
 第 2 の問題は、厳しい競争環境の中、成果主義の評価制度が浸透するにしたがい、業務

遂行が優先され、職場における人材育成が後回しになってしまうケースが多いという点で

ある。業務遂行と人材育成を両立する形で OJT を実施する体制を整える必要があるだろう。 
 これら 2 つの問題を解決するために、若手社員の育成を体系的に取り組んでいるのがト

ヨタテクニカルディベロップメント株式会社（以下、TTDC）である。同社は、「世界トッ

プの技術者集団となる」ことを標榜し、人材育成に力を入れている。そのなかでも育成の

カギを「OJT」として、上司と部下の”face to face のコミュニケーション“により、互い

に学び、育つことを推進している。同社の事業分野が多岐にわたることから、分野ごとの

特色やニーズに合わせた育成により、世界トップレベルの技術を維持・発展させている。 
 特に、同社の実験・材料分野では、エンジニアとしての将来の成長を左右する入社後 3
年間の育成体系を強化するとともに、中堅・ベテランによるイノベーションを促すしくみ

を整備してきた。本稿では、2010 年から同社の実験・材料分野において導入されている「技

術・技能伝承プログラム」「現場実践プログラム」「独自技術の創造プログラム」の概要を

紹介する。 
 
 

1 本稿は、トヨタテクニカルディベロップメント株式会社のエグゼクティブ・アドバイザ

ー・須崎俊吉氏および第 3 車両性能開発部・部長・堀田博幸氏へのインタビュー、ならび

に同社の社内資料、ホームページに基づくものである。 
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会社概要 
 TTDC は、トヨタ自動車株式会社が 100％出資する子会社であり、2012 年度の売上高は

630 億円、従業員数は 6,271 名である（2013 年 4 月 1 日現在）。同社は、トヨタテクノサ

ービス、トヨタマックス、トヨタコミュニケーションシステムが合併し、2006 年 4 月に設

立された。TTDC は、トヨタ自動車の車両開発を支援する事業を行っているが、その事業

分野は、エンジン、ドライブトレーン、HV・FC、電子、電子制御、ボデー、シャシー、実

験、材料、CAE、IT・開発支援、知財、計測制御、設備保全・校正と多岐にわたる。図表 1
は、TTDC における部門構成を示したものであるが、若手社員の育成プログラムを導入し

たのは、実験・材料分野である。 
 

図表 1 TTDC における部門構成と本稿の対象分野 

部門 分野 部署

エンジン分野 エンジンシステム開発部 エンジン設計技術部 エンジン適合技術部 
ドライブトレーン分野 ドライブトレーン技術部 先行システム開発部 

HV・FC分野 第1HV開発部 第2HV開発部 FC開発部 
第1電子技術部 第2電子技術部 半導体技術部 
第1車両電子設計部 第2車両電子設計部 車両電子実験部 
電子制御基盤技術部 第1電子制御技術部 第2電子制御技術部 
第3電子制御技術部 第4電子制御技術部   

ボデー分野 第1ボデー設計部 第2ボデー設計部 第3ボデー設計部 
シャシー分野 シャシー設計部 

第1車両性能開発部 第2車両性能開発部 第3車両性能開発部 
第4車両性能開発部 第5車両性能開発部 スキルトレーニング部 

材料分野 材料技術部 
第1CAE技術部 第2CAE技術部 第3CAE技術部 第4CAE技術部
第5CAE技術部 第6CAE技術部 第7CAE技術部 
設計情報管理部 法規認証部 第1ITソリューション部 
第2ITソリューション部 開発支援推進部 CAD技術推進部 

知財分野 IP事業統括部 IP情報事業部 IPグローバル事業部 
第1計測制御開発部 第2計測制御開発部 第3計測制御開発部 
第4計測制御開発部 カスタマー技術部   

設備保全・校正分野 第1計測設備部 第2計測設備部 第3計測設備部  
全社統括分野 監査室 経営企画室 

管理分野 経理部 調達部 総務部 人事部 
注：網掛けをした箇所は本稿の分析対象となる分野
出所：TTDCホームページを基に作成

管理部門

計測制御分野

技術部門A1

技術部門A2

技術部門B

技術部門C

計測部門

電子分野

電子制御分野

実験分野

CAE分野

IT・開発支援分野

 
 ここで、分析の対象である実験・材料分野の業務内容について簡単に説明しておきたい。

実験分野では、実験や予測手法を用いて、環境（燃費性能・空力性能等）、安全（強度信頼

性・衝突安全性・歩行者保護等）、快適（静粛性・操作安定性・空調機能・ユニバーサルデ

ザイン等）などの性能を予測し、図面に性能を織り込み、最終的に試作車や量産車などで、

実際の車両性能の開発･確認を行うことを業務としている。 
 一方、材料分野では、安全かつ環境に優しい高品質な自動車を作るために必要な材料の

開発・設計・試験・実験・解析・分析を行っている。例えば、ボデー材、塗料、クラッチ

材、ハイブリッド車両電池、モータ材料など、さまざまな材料の開発に携っている。 
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 以下では、この実験・材料分野において実施されている育成プログラムを紹介する。 
 
育成プログラム導入の背景 
 実験･材料分野が若手育成プログラムを導入した背景として以下の点を挙げることがで

きる。第 1 に、自動車に関する技術革新のスピードが増しているため、属人的・徒弟的育

成システムだけでは環境の変化に対応できず、集合的・組織的な育成システムによって最

新の技術を教える体制が求められている。第 2 に、同社には中途採用の社員も多く、さま

ざまな経験やバックグラウンドをもっているため、指導者による育成のスキルや考え方の

違いを平準化する必要がある。第 3 に、新入社員の中には、高度な仕事を希望し、それが

かなわないと辞めてしまう社員も存在する。早期の離職を防ぐためにも、キャリアの方向

性を明確に示し、現在取り組んでいる仕事の意味を説明することで、若手社員が安心感を

もって仕事をする体制を作る必要があった。以上の理由から、実験･材料分野は、若手社員

を組織的に育成するシステムを構築したのである。 
 
人材育成の考え方 
 図表 2 は、実験･材料分野における人材育成の考え方を示したものである。縦軸は能力、

横軸は時間を表わしている。入社後の 3 年間で目指すのは、とりあえず「仕事の仲間にな

る」ことである。つまり、学校を卒業して企業に入っても、新入社員は職場で使われてい

る言葉が理解できないのが通例である。「先輩や上司と会話ができる」「言っていることが

わかる」レベルに到達するのに 3 年の期間が必要となる。 
 しかし、4 年目に入った社員が「一人立ち」できるわけではない。1～3 年目は、一つの

分野（実験･材料分野）で働くが、4～5 年目には、他の分野との関係を理解し、他部署との

連携の仕方や提案の方法を学ぶ必要がある。また、自ら仮説を立てて、自ら検証する力を

高めるのもこの時期である。5 年経った段階で、ようやく単独で仕事ができる「一人立ち」

のレベルに達する。 
 6～10 年目で目指すのは、最適化と効率化を実現できるレベルである。最適化とは、開発

している機能の品質、性能を合理的に高めることであり、効率化とは「ムダ」のない開発、

仕事の進め方を意味する。つまり、職場における業務上の課題に対し、PDCA サイクルを

回して解決できるレベルである。最適化と効率化を適切な形で実現できる社員は、「一人前」

のレベルに到達しているといえる。 
 11～20 年目の期間は、自ら課題を創造し、その課題について PDCA サイクルをスマート

に回して解決できる力を身につけることを目指す。このレベルをクリアすれば「一流」の

人材とみなされる。「最適化と効率化」が職場で直面している課題を解決することであるの

に対し、「創造」は、新たな技術課題を自ら見いだして、創造的に解決することを意味する。 
 一流のレベルに到達した後は、スペシャリストとして技術を極めるか、管理者としてマ

ネジメント能力を発揮しなければならない。将来の組織的・技術的な課題を創造し、受託
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プロジェクトのマネジメントを遂行する能力、慣例にとらわれない企画力・発想力を養う

のが 20 年目以降である。 
 

図表 2 実験･材料分野における人材育成の考え方 
 

  
 
教育プログラムの概要 
 各能力レベルに到達できるようサポートするために、実験･材料分野はいくつかのプログ

ラムを導入してきた（図表 3）。基礎能力を養うために、1～3 年目の若手社員に実施される

のが「技術･技能伝承プログラム」と「現場実践プログラム」であり、最適化・効率化・創

造レベルの力を後押しするために、4 年目以降の社員に適用されるのが「独自技術の創造プ

ログラム」である。そして、マネジメント力を高めるために実施されるのがマネジメント

研修プログラムである。マネジメント研修プログラムは、6～20 年目のリーダー職クラスに

対しても実施されている。 
 以下では、これらのプログラムのうち「技術・技能伝承プログラム」「現場実践プログラ

ム」および「独自技術の創造プログラム」を紹介する。 
 
 
 
 
 
 

基
礎
能
力

専
門
能
力

3年 5年 10年

最適化

効率化

創造

一人立ち

一人前

一流

20年

マネジメント能力

出所：TTDC・社内資料を基に作成

5 
 



図表 3 実験･材料分野における能力レベルと教育プログラムの対応 
 

能力レベル

マネジメント力

創造

最適化・効率化
独自技術の創造

プログラム

4～5年

出所：TTDC・社内資料を基に作成

11～20年

6～10年

教育プログラム

１～3年
現場実践プログラム

技術・技能伝承プログラム

能力要件

将来の組織・技術課題を創造し、
自ら企画立案し組織的に解決できる

自ら課題を創造し、解決できる

業務上の問題を解決できる

自ら仮説を立て検証できる

工学的な原理原則を
理解・体得している

期間

基礎力

21年～ マネジメント研修プログラム

１～5年

 
3 つの育成プログラムの関係性 
 まず、3 つのプログラムの関係を説明しよう。図表 4 に示すように、1～3 年目の社員に

対して、技術･技能伝承プログラムおよび現場実践プログラムが実施される。前者は、工学

的な原理原則や職場の基礎的技能を習得することを目的としており、後者は、現場におい

て仮説を立て検証する経験を積むことを狙いとしている。仮説を立てるには、工学的な知

識や技能の力が必要になることから、両プログラムは相互に関係している。 
 これら２つのプログラムを通して養うのはあくまでも基礎力であり、この能力を活かす

のが 4 年目以降に実施される「独自技術の創造プログラム」である。現場実践プログラム

では、現場において既にわかっている現象について仮説を立て検証する、いわばシミュレ

ーショントレーニングであるのに対し、独自技術の創造プログラムは、各職場の開発工程

における課題を解決する取り組みである。つまり、技術･技能伝承プログラムと現場実践プ

ログラムが社員への「投資」であり、独自技術の創造プログラムはその投資を開発の実務

で実践するプログラムであるといえる。以下では、各プログラムの概要を紹介する。 
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図表 4 ３つの育成プログラムの関係 
 

  
 
技術･技能伝承プログラム 
 
プログラム導入の背景 
 技術･技能伝承プログラムでは、工学的な原理原則および職場における実践知を学ぶ。な

ぜなら、こうした知識は仮説を立てるときに必要になるからである。工学的な知識もなし

に、また仮説もなしに問題解決をしようとすると理屈に合わない結果に陥ってしまい、技

術開発につながらない。たとえ良い結果が出たとしても、なぜ良いかを説明できないと技

術は発展しないのである。 
 既に述べたように、新入社員は高度な仕事を手がけたがる傾向にあり、それがかなわな

いと辞めてしまう人材も存在する。こうした形の離職を防ぐためにも、本プログラムを通

して、若手社員に将来のキャリアを見せながら、今何をすべきかを明確に説明する必要が

あった。 
 なお、実験･材料分野には 20 以上の機能があるが、入社した社員は一流のレベルに到達

するまで一つの機能を担当し、その機能におけるプロフェッショナルを目指す。したがっ

て、技術･技能伝承プログラムは機能毎に実施され、参加者は自分が担当する機能のプログ

ラムを受講する。 
 
プログラムの内容 
 実験･材料分野が技術･技能伝承プログラムを開始したのは 2010 年である。図表 5 に示す

現場実践
プログラム

現場にて「仮説→検証」
を経験する
（年2テーマ）

技術・技能
伝承プログラム

工学的な原理原則や
基礎的技能の習得

仮説を立てる
際には工学的知識
や技能の力が必要

独自技術の創造プログラム

開発工程の創造に結びつくテーマへの取り組み
（年2テーマ）

１～３
年目

４年目
以降

出所：TTDC・社内資料を基に作成
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ように、1 年目は基礎編、2 年目は応用編、3 年目は実践編というように、年度毎にレベル

分けされている。基礎編は、工学の基礎知識を、応用編は、自動車に関連した工学の基礎

知識を学び、実践編では、現場での自動車開発に必要な知識を学習する。実験分野には振

動、空調、冷却、空力、燃費、強度など 20 以上の機能があるが、一つ一つの機能毎にプロ

グラムが用意されており、教える内容は各機能の担当部署に任せられている、例えば、空

調機能では、基礎編において「温度、熱量、熱伝導、流体測定法」等の授業を、応用編で

は「カーエアコンの制御、コンプレッサ、冷房の基礎」等を、実践編では「過去不具合事

例の紹介、ドア冷房漏れの原理、HV 車概要」等の講義を学んでいる。 
 具体的には、毎週 1 回１テーマについて 1 時間の授業が実施されており、1 年間で合計

48 回の授業が行われる。各授業では、A3 用紙 1 枚の資料を使って 20 分の講義を実施した

後、40 分のディスカッションを行う。つまり、「伝える（20 分）」要素と「考える（40 分）」

要素の組み合わせとなっている。また、受講者は、「伝承プログラムシート」（A４用紙一枚）

と呼ばれる用紙に、授業に対する所感を月 1 回記入することで学習の振り返りを行い、事

務局はそれらを 3 ヶ月毎に回収し若手の学習状況を分析している。 
 プログラムの講師は 4～5 年目の社員が担当するが、資料を作った後には 10 年目以上の

グループリーダーにチェックを受けるなど、職場における学び合いが見られる。また、講

師は毎年変更するため、講義内容は毎年改訂されている。 
 

図表 5 技術・技能伝承プログラムの内容 
レベル 対象者 内容

実践編 3年目社員（及び希望者）
機能の車両開発に必要な基礎知識・原理原則

（車両開発業務の遂行へのスムーズな移行を目指す）

応用編 2年目社員（及び希望者） 機能に必要な基礎知識・原理原則

基礎編 1年目社員（及び希望者） 工学的な基礎知識・原理原則

出所：TTDC・社内資料を基に作成  
 
導入プロセス 
 プログラムをスタートしたときには、各部署から大きな反対があった。「なぜ必要なの

か？」「今までのやり方でも十分ではないか？」「自分は苦労して独力で学んできたから、

若手社員にも自分で学ばせるべきである」「そんなに甘やかしていいのか？」という声が上

がった。こうした声に対し、分野の担当役員と推進スタッフは各部署を回って主旨と方向

性を提示し、最終的にはトップの意思を示し「とにかくやってみよう」という形で実施に

踏み切ったという経緯がある。 
 プログラム実施中には、社長が各教室を回り参加者に声をかけたことで現場の士気が上

ったという。開始 2 年目には、各職場からは「（講師となる）自分たちが勉強になる」とい
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う声が起こり、「こういうふうにやらしてください」と各部署が自発的に育成プランを立て

るようになった。3 ヶ月に 1 回提出させている「伝承プログラムシート」を見ても、プログ

ラムが進むにつれて、受講者は能動的姿勢へと変化している。若手社員は、自身の成長に

手応えを感じるとともに、「職場の仲間からしっかり伝承され、教えてもらっている」とい

う感覚を持っているようだ。本プログラム実施後、若手社員の定着率は向上したという。 
 
現場実践プログラム 
 
プログラム導入の背景 
 実験･材料分野における技術者は、開発目標を立て、それを達成する方策を立案する役割

を担っていることから、「仮説を立て検証する力」を身につけなければならない。この仮説

検証力は、業務上の問題を解決し、自ら課題を創造するための基礎となる。大学院でしっ

かり学んだ社員はこの力をある程度身につけているが、学部卒、高専卒､専門学校卒は研究

経験の少なさから弱い傾向にある。見かけの実践力では、「最適化、効率化、創造」レベル

に至らないため、将来の成長を後押しするためにも最初の 3 年間で仮説検証力の土台を作

る必要がある。 
 ただし、仮説検証力は一朝一夕に身に付くものではない。まず、精度は低くても、仮説

を立てる力をつけることが大切である。仮説は立てたけれども検証をしてみたら違ってい

たということがあるが、経験とともに徐々に精度が高まっていくものである。なお、「最適

化・効率化」レベルにおける問題解決力は、仮説検証の精度が高まって実際に問題が解決

できる能力を意味している。さらに、「創造」のレベルでは、新たな技術課題を見つける力

や、イノベーションを生み出す力が求められているが、仮説検証力はそうした能力の基盤

となる。 
 
プログラムの内容 
 現場実践プログラムとは、開発実験をしている現場に若手社員を配置し、4～5 年目の社

員をアドバイザーとして、仮説検証力を養うプログラムである。具体的には、1 年間で２つ

のテーマを設定し、一人一人が仮説を立てて検証するという内容である。実際に仮説を立

てても上手く検証できないことが多いが、そうした経験を積むことで、工学的知識や技能

の力をもとに仮説を立てることの必要性に気づくようになる。また、テーマを持って取り

組むことで、自ら考え実行する力を養うことができる。 
 図表 6 は、本プログラムの概要である。例えば、テーマ実習①は入社 1 年目の 6 月から 8
月の 3 ヶ月間で実施する。新入社員は「仮説、検証、考察」の結果を A４一枚にまとめて

提出し、内容についてのフィードバックを受けることになっている。テーマはアドバイザ

ーが設定するが、「現場において既に現象のメカニズムがわかっており、工学的な原理原則

に基づいて仮説が立てられるテーマ」が選ばれることになっている。この実習には 1 日あ
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たり 2 時間を使用することができる。なお、機能を越えた現場の社員が 4～5 名のグループ

となって定期的に集まり、各自の進捗を報告し、お互いにフィードバックすることになっ

ている。 
 2 年目、3 年目になると、1 年目のテーマより難易度が高く、「現場においてある程度答え

が予想できるテーマ」を設定する。期間は 10 ヶ月と長くなるが、活動時間は１週間に 1 時

間と短くなり、実施単位も個人または機能内のグループでテーマに取り組む。 
 

図表 6 現場実践プログラムの内容 

時期 実習 時間目安 取り組み単位 テーマの内容

3年目 テーマ実習④

2年目 テーマ実習③

テーマ実習②

テーマ実習①

出所：TTDC・社内資料を基に作成

答えがある程度予想できるテーマ
（テーマ④はテーマ③よりも難易度を高く設定）

現場において、既に現象のメカニズムが
分かっているテーマ

原理原則に基づいた仮説が立てられるもの
（テーマ②はテーマ①よりも難易度の高いものを設定）

1年目
一人あたり
1日に2時間

機能を超えた
4～5名の
グループ

一人あたり
1週間に1時間

機能毎の個人
またはグループ

 
 
導入プロセス 
 本プログラムのスタートは 2011 年であったが、最初の 1 年間は、新入社員を実験現場に

配属させて実習させるだけの内容であった。2012 年からは、現場において仮説検証の実習

をさせるようになった。実験分野には、性能開発に関し図面上で性能を予測する専門職と

車両や台上で実験を担当する専任職が存在する。往々にして実験計画を立案する専門職と

専任職の間に上下関係が生じやすいが、両者が協力してこそ良い開発が可能になる。そこ

で、現場実践プログラムでは、あえて専門職と専任職を一緒にし、4～5 人のチームをつく

った。専門職と専任職を一緒にすることにより、互いにエンジニアとして尊敬し合うこと、

その後に上下関係をつくらないことが狙いである。各チームには 4～5 年目の社員がアドバ

イザーとして加わることになっている。本プログラムを実施する際にも、現場から反発が

あったが「必要だからやろう」と押し切る形で開始した。現場実践プログラムを経験した

社員は現在 5 年目だが、従来の社員に比べてエンジニアとして成長スピードが速いという。 
 
独自技術の創造プログラム 
 
プログラム導入の背景 
 上述した技術･技能伝承プログラムおよび現場実践プログラムは、1～3 年目の若手社員を

対象とした育成システムである。エンジニアとしての基礎力を養うことを主目的とし、そ

の内容は知識の伝授およびシミュレーション訓練の色合いが強い。これに対し、4 年目以上
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の非管理職が参加する「独自技術の創造プログラム」は、現場における技術の創造を促進

する仕組みであり、開発能力向上に直結するものである。伝承プログラムや現場実践プロ

グラムが人材への投資であり、独自技術創造プログラムはその投資を開発の実務で実践す

る活動として位置づけることができる。 
 専任職は従来から職場で QC 活動を実施していたため、独自技術の創造プログラムはそ

の代替といえるが、専門職にとっては新たな試みである。本プログラムの狙いは、業務上

の問題を解決できる「最適化・効率化」レベル、および自ら課題を創造し、解決できる「創

造」レベルの人材を育成することにある（図表 2，図表 3 参照）。図表 7 で示すように、一

般職、準指導職、指導職毎に到達目標が定められている。 
 

図表 7 独自技術の創造プログラムの内容 

レベル 対象者 到達目標

STEP3 指導職、上級指導職
自ら課題を創造し、新しい発想（独自技術）で、原理原則に

基づき、PDCAサイクルをスマートにまわしながら
解決できる

STEP2 準指導職
業務上の課題に対し、新しい発想（独自技術）で、原理原則

に基づき、PDCAサイクルをまわしながら解決できる

STEP1 一般職、上級一般職
業務上の課題に対し、原理原則に基づき、

仮説、検証、考察ができる

出所：TTDC・社内資料を基に作成  
 
プログラムの内容 
 本プログラムは、社員のレベルに沿ったテーマを設定し、PDCA サイクルを回しながら

課題解決能力を身につけることを目的としている。各テーマを設定し取り組む単位は個人

であるが、機能横断的に最大 6 名から成るチームを作り、1 週間に 1 時間、進捗確認をしな

がら、相互に意見交換している。各チームには管理職層がアドバイザーとして入り、1 年間

は同じチームで活動する。異なる機能分野のメンバーがチーム内で議論することにより、

相互研鑽が可能となる。現在のところ、本プログラムには非管理職層の約 700 名が参加し

ている。 
 参加者は年間 2 つのテーマに取り組むが、テーマ設定は各個人に任されている。具体的

には、4～7 月にかけて参加者は 1 つのテーマに取り組み、その内容を PDCA の観点から A
４一枚にまとめてレポートを提出し、8～9 月にかけてフィードバックを受ける。そして、9
月の中旬より 2 つめのテーマに取り組み、その結果を 1 月に提出し、2 月中にフィードバッ

クを受けることになっている。 
 
導入プロセス 
 本プログラムの成果は人事考課と直接的に結びつけてはいない。なぜなら、人事考課と

結びつけると、レポートの体裁づくりに走る動きが出て、事実に基づいて問題を解決する
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実質的な活動ではなくなる危険性が存在するからである。独自技術の創造プログラムは、

あくまでも改善マインドの醸成と開発課題を解決することを重視し、実質本位のしくみを

目指している。ただし、本プログラムの成果は、各メンバーの業務パフォーマンスに反映

され、間接的に人事考課に影響を与えている。 
 本プログラムの課題は、生み出された成果をいかに組織全体で共有するかという点にあ

る。現在のところ、年 1 回開いている技術交流会において、各部門の技術を共有している

ものの、実験･材料分野では、職場における知識や技術を日常的に共有するしくみを模索中

である。 
 
おわりに 
 本稿の冒頭において、①属人的・徒弟的な育成システムの限界、②業務遂行と人材育成

の両立の難しさ、という 2 つの問題を指摘した。実験･材料分野は、「技術･技能伝承プログ

ラム」「現場実践プログラム」「独自技術の創造プログラム」を組み合わせることによって、

上記の問題を解決しようとしている点において高く評価できる。以下、実験･材料分野にお

ける人材育成システムの特性を挙げておきたい。 
 第１に、集合的・系統的教育と現場における徒弟的な育成システムを融合している点で

ある。技術･技能伝承プログラムによって、工学的な原理原則に関する知識を教授し、現場

実践プログラムによって、職場における仮説検証力を身につけさせている。注目したいの

は、両プログラムが相互補完的な関係にあるということだ。仮説を立てるためには工学的

な原理原則を知っていなければならないため、両プログラムは必然的に連動している。ま

た、工学的な知識を教える講師も現場のエンジニアであるため、教授される知識は現場に

即したものである。つまり、技術･技能伝承プログラムでは、科学知と実践知が融合されて

いると考えられる。 
 第 2 に、「仮説検証力」という開発業務に欠かせない能力に焦点を当てることにより、人

材育成と業務遂行を両立していることである。たしかに、現場実践プログラムにおける教

育は、シミュレーション教育であり、業務遂行に直結するわけではない。しかし、ここで

培った仮説検証力が、技術イノベーションを生み出す「独自技術の創造プログラム」にお

いて発揮されることから、業務遂行と人材育成が連結しているといえる。つまり、若手育

成プログラムが、中堅以上の育成プログラムとうまく連結しているのである。 
 また、技術･技能伝承プログラムにおいて、若手社員のための授業を準備することが、講

師である中堅・ベテラン社員の学習につながっていることも見逃せない。「授業をすること

で自分たちの勉強になる」という現場の声がそれを物語っている。授業を準備することが、

中堅・ベテラン社員の知識や技術が整理され、改訂されるという点において、技術･技能伝

承プログラムは、相互研鑽の場であるとともに、ナレッジ・マネジメント（知識管理）と

して機能しているといえよう。 
 第 3 に、実験･材料分野のプログラムの随所に、部門や職種を越えたチームワークを醸成
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するしくみが埋め込まれている点に特徴がある。現場実践プログラムでは、専門職･専任職

の混成チームが組まれており、独自技術の創造プログラムでは、機能を越えたチームによ

って進捗・相談が進められていた。つまり、プログラムを実践する中で、単に知識や技術

が伝承され、生み出されるだけでなく、メンバー同士の緊密な関係性が強化されているの

である。その意味で、同社のプログラムは、社内の実践コミュニティ(Lave and Wenger, 
1991)の形成を促す効果も持っていると考えられる。 
 最後に、「仮説検証力」や「PDCA を回す力」を養うことは、経験から学ぶ力を高めるこ

とにつながっている。人は、①具体的経験をし、②その内容を内省し、③教訓を引き出し

て、④次の機会に活かすことで経験から学んでいるが(Kolb, 1984)、仮説検証や PDCA は、

内省と教訓のステップを活性化する役割を果たしている。成人の成長の 7 割は仕事経験に

よって決定されるといわれているが(Lombardo and Eichinger, 2010)、実験･材料分野のプ

ログラムは、社員の経験学習を促す働きをしているといえる。 
 ただし、同社における人材育成プログラムにも課題がある。第１に、独自技術の創造プ

ログラムで生み出された技術を社内で共有し、さらなる技術開発につなげるための工夫が

必要である。IT を活用して知識データベースを作ったり、技術開発にインセンティブをも

たせることは可能であるが、既述したように、そうした試みが実質本位のプログラムを阻

害する危険性もある。 
 第 2 に、実験･材料分野で実施してきた育成プログラムを、他の分野にも広げ、組織全体

に展開しなければならないだろう。分野毎の違いに対応するとともに、人材育成の意識を

全社的に浸透させるためには多大な労力とリーダーシップが必要となるだろう。 
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